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2 「再建5か年計画」の進行と労使関係
⑴ 「再建5か年計画」
チッソは1967年7月に抜本的な再建計画である「再建5か年計画」（正式
名称「長期経営計画68～72年の5カ年計画」）を決定する。そこに至るまで
のチッソの事業実績を概観しておこう。
チッソは1959年以降営業利益の減少に悩まされていた。その原因は製品の
主たる原料をカーバイドに依存することによるコスト高にあった。そのよう
に石油化学への転換が遅れているとわかっていながら活路を見出すべくあえ
て取り組んだのがアセテート事業であった。しかしそれが裏目に出てしまっ
たのである25）。もはや低利益体質からの脱却は石油化学への転換を急ぐほか
になく，その過程をスムーズにするべく仕掛けたのが労使関係改革であり，
安賃争議であったといえる。
安賃争議の結果は経営にも大きな痛手であり，1962年度の生産はほぼ全面
ストップしたわけであるから，同年度は終戦直後をのぞいて初の当期利益が
マイナスになり（約1億円），初の無配にも落ち込んだ。一方，社運をかけ
図表7 チッソの業績の推移 （単位 100万円）
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注）1．チッソ（2011）より作成
2．年度は上期と下期の合計値
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て取り組んでいた千葉県五井での石油化学コンビナート建設への参加も，参
加企業の編成の調整が手間取ったのにくわえて，主幹企業の丸善石油の経営
悪化のため遅れに遅れ，設備が完成したのが1964年3月であった。
1965年9月期決算では化学産業全体も不振であったが，体質改善がままな
らないチッソは大幅な減益に陥り，再び無配となり，その後も66年9月期，
67年3月期と2期連続で10億円近い赤字を計上する事態となっていた。
そのようななか，興銀から送り込まれていた社長江頭豊のもと抜本改革を
志向し策定されたのが「再建5か年計画」であった。主な内容は以下のとお
りである26）。
本計画の最大の目標は1970年度に復配を実現することであり，そのため
に会社の全事業に渡って赤字体質を解消する対策を施す。その柱は，企業
全体として五井工場を軸とする石油化学への大胆な転換である。それにと
もなって水俣工場は，製品種別と生産工程の編成で徹底した転換を図る。
水俣工場の製品生産は，肥料と塩ビに集中する。同工場の工程の再編成
に関しては，原料生産部門を大胆に整理する。
具体的には，①肥料の主原料であるアンモニアの直生産を中止し，岡山
水島石油コンビナートからの購入とする。②60年代までの主力製品であっ
たDOP（フタル酸ジオクチル＝塩ビの可塑剤）の原料であるアセトアル
デヒド27）は子会社・五井石油化学からの調達とし，水俣での生産は中止す
る。③さらに，DOPの製法も，プロピレン（原料は石油）から誘導され
るアセトアルデヒドを原料とするオキソ法に転換する，その転換ができた
ならDOP生産は五井に移すので，水俣のDOP生産も中止する。④酢酸，
オクタノールについても五井で生産することとし，水俣での生産を中止す
る。
以上が「再建5か年計画」の水俣工場に関わる主たるところである。この
計画によって水俣工場の製造・工程編成の骨格がどのように変わるかを，生
産系列のあり方の変化に沿って今一度整理しておこう。
図表8を見よう。これが元来の水俣工場の主たる製造・工程の流れの略図
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である。水俣工場は，安価な石灰岩と自前の発電設備から起こした電気によ
るカーバイド・アセチレン法を基本的製造技術とする電気化学工場であり，
その製造技術自体が競争優位を担保してきた。この図にみるように，主力製
品の原料物質が一つの流れによって合成されるところにそのことがよく表さ
れている。しかし1967年のこの時点では基幹的流れがまったく時代遅れと
なっていたのである。「再建5か年計画」が狙ったのは，旧くなった基幹的
流れのうち〔カーバイド－アンモニア〕と〔アセトアルデヒド－DOP〕を
スクラップにより改編することであった。図表8をみればわかるように，残
されるのは〔アセチレン－塩ビ〕系列だけとなるおそれがでてきた。
そして，ひとまずは，〔カーバイド－〔アセチレン－塩ビ〕〕系列により残
すとされた塩ビ製造についても，それと並行して，エチレン（石油系）から
の誘導物質をもとに塩ビを製造するするオキシクロリネーション法の適否の
検証も行うとされていた。それゆえ，水俣工場の大本であるカーバイド・ア
セチレン法を支えた三つの根幹的流れが三つとも転換されることは容易に想
像できたのである。
「再建5か年計画」は，策定の翌月8月に組合に提示された。上の説明の
意味において水俣工場の存廃が懸かる動きとして組合には衝撃をもって受け
とめられた。組合新聞「さいれん」では「恐るべき合理化計画」の見出しで
組合員に報じられた。
組合には計画の内容とともに図表9のような従業員の減員計画も示された。
図表8 チッソ水俣工場の主要製造系統図
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工場従業員を1967年3月には2813名であったものを72年には1198名とする。
その間の定年退職をのぞく減員数は867であり，年度ごとの減員予定も示さ
れた。また経営計画からはどの職場が減員の対象となるかも予想できたが，
この計画では製造部門ごとの減員計画までは示されなかった。
ところで，以上のような合理化計画が示されたのは1967年8月であった。
この年は，政府により水俣病の原因企業としてのチッソが特定される前年で
ある。新潟水俣病の患者らの昭和電工への法的訴訟が開始されたのも同じ67
年であった。チッソの経営陣には，このような社会状況はとうぜん認識され
ていたはずである。よって「再建5か年計画」の策定には水俣病をめぐるこ
のような動きが影響したことは疑いをいれない。だが，注意すべきは，同計
画の中身はチッソの徹底した石油化学への転換であり，その方向は1960年頃
にはすでに固まっていたのであり，水俣病をめぐる動きは「再建5か年計画」
の合理化計画の程度をより強める方向に作用したことはあったとしてもその
基本的方向性はすでに決していたものと解すべきである28）。
図表9 水俣工場減員計画（1967年8月）
1968年 69年 70年 71年 72年 計
①年度始人員 2，659 2，416 2，249 1，836 1，621
②スクラップによる
余剰人員
129 － 205 － 546 880
③自動化による余剰
人員
100 100 100 100 100 500
④余剰人員計
（②＋③）
229 100 305 100 6461，380
⑤増設及び新規事業
にともなう必要人員
94 52 15 6 346 513
⑥差引要配転人員
（④－⑤）
135 48 290 94 300 867
⑦定年退職自然減 108 119 123 121 123 594
⑧適正人員
（①－⑥－⑦）
2，416 2，249 1，836 1，621 1，198
（出所）新日窒労組「さいれん」（1967年8月19日）
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⑵ たび重なる合理化へ
さて，「再建5か年計画」の合理化計画の示された1967年8月下旬にはさっ
そく具体的な減員案が提示される。五井工場へ130名，水島工場へ50名，そ
の他100名をCEC水俣と設立が予定されている塩ビ加工の子会社（水俣立
地）への移動であった。
それに関わっては新日窒労組には五井へ約20名移動の打診があった。組合
としては，打診された本人に支障がなければ移動を認めるのを基本に，移動
にさいしては，①本人の合意と，②労働条件の維持を条件とすることの協約
化により臨むとした。団交に移ったが，経営が五井へは移動の実績があるの
で協約化は不要だとしたため交渉は難航した。1か月の交渉の結果，7名に
絞って再提示し，本人の了承を得たうえで移動させることでまとまった。そ
のさい労働条件は五井の同年齢同勤続の者と同一とすること，今後の移動に
関しては本人の同意を得る努力をするという線で収拾された。組合が求めた
協約化はできなかった29）。
同10月には，上述の設立予定の塩ビ加工の子会社・チッソ・プラスチック
への80名移動の提案がなされた。新日窒労組は別会社化には反対であるとし，
社内新部門への配転のかたちを求めた。折り合いがつかず，組合が地労委に
あっせん申請したところで，会社が二つの組合で計58名に移籍通知を発送し
た。11月に入りあっせん案が出される。それは子会社移籍のかたちをとるが，
2年間はチッソ籍とするとしていた。会社は，チッソ労組が子会社移籍を承
諾したので新日窒労組にも移籍以外には認められないとして，あっせん案を
蹴った。その後12月に入り，水俣市長30）が間に立ち協議がなされることになっ
た。その結果，2年間は所属を変えないという地労委あっせん案ではまとま
らなかったが，チッソでの労働条件を4年間は変えないことで決着をみた31）。
この件は行政が間に立ったという点でその後の合理化をめぐるチッソの労
使関係に新たな要素をつけ加えることになった。
⑶ 「恥宣言」
1968年に入る。この年は水俣病問題が新たな展開を見せる年である。1月
には水俣病対策市民会議が発足し，9月には政府により水俣病の原因企業と
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してのチッソの明示がなされる。
一方チッソの労使関係では，同年3～6月にはCEC配転問題が再燃し，
地裁の和解により収拾されるというできごとがあった（本稿Ⅰ－1－（3））。
勤務時間のシフトの組み方の変更や二つの組合の賃上げ額の差別問題（協約
では同額が保証されていたが実際は差があった）でも労使の対立は激しくな
る。春闘でも，この年は安定賃金を協約していたので賃上げのためのストは
打てず，かてて加えて会社の姿勢は強硬で5月初旬でも交渉に入ることすら
できなかったため，4・5月で24時間，48時間，32時間の三波のストを打つ
など労使関係は荒れた（詳細は本稿Ⅱへ）。
1968年7月には，岡山県の水島コンビナートの建設案が固まり，三菱化成・
旭化成の出資による30万トンのエチレン製造設備の建設と，そのうちの旭化
成の工場で製造されるアンモニア3万トンをチッソが購入することが決まっ
た。このアンモニア工場の稼働予定は1970年4月で，それをもって水俣工場
のアンモニア部門が整理されると伝えられた。
会社は8月に入り人員計画を提示した。そこには，①上記の水島計画によ
る水俣からの配転数が示され，そのほかに，②五井工場でのDOP生産の開
始＝水俣工場のDOP生産の中止も含まれており，いよいよ「再建5か年計
画」が具体的に動き出したのである。示された配転数は以下のとおりである。
水俣から五井工場へ（68年：61名，69年：64名）
同水島アンモニア工場へ（69年：34名）
同その他へ（68年：42名，69年：12名）
新日窒労組は，このような事態に際し，運動に新しい要素を加えて臨むこ
とになる。それを象徴するのが「恥宣言」として知られる組合の声明である。
それは，水俣病の発生源企業に働く者としてそれまで何もしてこなかったこ
とを恥じ，今後は患者を支援し会社とも闘うとする約550字の文章である。
この声明には，社会に向けた面，会社に向けた面，組合の内に向けた面があ
る。ここでは本稿の文脈上第三の側面にそくしてその意味を記しておきたい。
すなわち，今後は水俣病の社会的認知がさらに進みチッソは強い社会的指
弾を受けるであろう。それゆえ合理化もこれまでにもまして厳しくなる。そ
のなかで組合のこれまでの方針を貫いてゆくにはいま一度組合員の心がまえ
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を整えておくよう促し組合内部を引き締めておく必要があった。これが一つ
である。今一つは，組合はこれまでも合理化に対応するにあたって支援を得
るため行政をはじめ社会的アクターとの連携を保ってきた。今後もそれは変
わらないが，企業チッソの社会的立場はより険しいものとなるがゆえに，そ
こで働く者の立場もより以上に問われることになる。その点に関わる自覚を
一種のショック療法32）を用いて組合員に求めようとするものであった。
さて，「恥宣言」の出された1968年8月末からは新日窒労組の運動のスタ
イルに変化が現れる。「恥宣言」をさかいに組合新聞「さいれん」には水俣
病関係の情報がたびたび載せられるようになる。9月には，同年1月に発足
し活動を開始していた水俣病対策市民会議に総評の水俣地協が参加する。水
俣地協の主力単組は新日窒労組に他ならない。11月には，地協活動の拡充の
呼びかけがなされ，以下の活動の重点項目が決定された。
①チッソによる水俣病患者への完全補償，②チッソの責任追及，③チッソ
の排水の共同監視体制の構築，④水俣病患者互助会および水俣病対策市民会
議への募金，⑤チッソの合理化への反対＝地域雇用の維持，⑥地域の未組織
労働者の組織化であった。
そしてさらにその頃，水俣病をめぐる重要な動きが加わった。9月26日に
政府による水俣病の原因企業の特定がチッソに対してなされた。10月8日に
は，患者互助会がチッソに補償要求書を提出した。これらにより，近々のチッ
ソへの法的訴訟の開始が確実視されるようになった。
以上のように1968年は，水俣病問題の新たな段階への移行により，水俣に
も患者支援のための社会運動的動きが芽生え，新日窒労組の運動にも新しい
刺激が加わった。
ここで新日窒労組の水俣病問題への関わりについて少し整理しておきたい。
組合は水俣病対策市民会議の発足の時から関わりをもっており，ただしそれ
はあくまで組合員が個人の資格で参加することを基本とし組織として関わる
かたちをとらないとしていた。また，総評の水俣地協が市民会議に参加した
さいも新日窒労組は地協の一員として加わるかたちがとられたのである。そ
のような位置取りは，水俣病問題に関わりはじめても「患者よりも前へ出な
い」を基本線として保持していたことによる。それは原因企業に働く者の労
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働組合として慎重かつ賢明であろうとしたことによると筆者は考えている。
さらに，組合の内部からその問題を捉えなおすならば，上述のように運動
に新たな要素を加えつつあった新日窒労組であるが，あくまでもその運動の
核心に据えられていたのは目前に迫った大合理化への対応であり，それをな
した上でさらに余力を残せるという確信はなかった。また合理化への対応と
水俣病問題の双方を相乗的に取り組むための戦略が用意されていたわけでも
ない。それゆえ，新日窒労組は水俣病問題の進展を機会に運動に社会運動的
要素をくわえたのは確かであるが，労使関係内の運動という基本的性格を変
えることはなかったのである。
⑷ 大合理化の進行と労使関係
1969年2月計画
1968年の後半は水俣病問題が新たな段階に入ったため，合理化をめぐる労
使の対抗は休戦状態にあったともいえる。だが69年になると，労使は本来の
フィールドに戻っていく。同2月22日の経営協議会でチッソ経営はこれまで
よりもより踏み込んだ水俣工場の合理化計画を提示する。1969～73年で，474
名を他所へ配転し，定年による減員を合わせて1975名から1206名に減員する
というものであった（図表11）。
今回の計画は配転先に加えこれまでは示されてこなかった水俣工場のどの
職場が整理されるかも示していた。DOP，アンモニア，カーバイド，アセ
チレン，石灰，塩ビモノマーの製造工程がそれである。当面1969年から70年
で，146名の配転が予定されていた。
この計画で注目されるのは，「再建5か年計画」では当面水俣で存続させ
るとされていた〔カーバイド－〔アセチレン－塩ビ〕〕の製造工程の廃止が
決まり，それに代わり，石油を原料とする〔エチレン，塩素源－塩ビ〕の流
れにより塩ビ生産を行うオキシクロリネーション法を採用しそのための設備
を稼働させるとされていた。この設備は水俣に新設され，主原料のアセチレ
ンは大分鶴崎の石油コンビナートからの購買によるとされた33）。これにより，
水俣の生産を創業以来支え，人員面でも依然最大の部門であった〔カーバイ
ド－アセチレン〕工程のスクラップが日程にのぼってきたのである。
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この2月計画にそって配転は進行し，大量配転計画が示され始めた1968年
8月計画からその後の1年間に水俣から約200名の移動が行われたと思われ
る。そのうち二つの組合のうちわけについては，はっきりしている69年2月
からの半年では，新日窒労組・チッソ労組とも50名が水俣から他所へ移動し
た。
その間に，水俣病に関わる事項としては，1969年6月14日患者互助会の28
世帯がチッソに対して損害賠償の法的訴訟を起こした。ここに至りついに水
俣病問題は法廷に上ることとなったのである。
1969年8月計画
会社は再び1969年8月8日に水俣工場の減員計画を示す。今度は，配転先
とそれぞれの配転数を明示する形で示され，五井工場へ142，水島工場へ30，
図表10 チッソ「再建5か年計画」による合理化の進行に関わる事実経過
事 実
1964年3月
同 12月
1967年7月
同 8月
同 11～12月
1968年1月
同 7月
同 8月
同 9月
1969年2月
同 6月
同 8月
同 9月
同 9月
同 10月
同 11月
1970年2月
1970年11月
1971年1～2月
同 3月
千葉五井・チッソ石油化学設備竣工
社長江頭豊就任
「再建5カ年計画」役員会にて決定
67年8月「減員計画」提示
減員をめぐってあっせんと，水俣市長の仲介繰り返される
水俣病対策市民会議発足
水島工場への配転問題
「恥宣言」
政府による水俣病原因企業・チッソの特定
69年2月「減員計画」提示
水俣病患者互助会の28世帯がチッソを法的訴訟へ
69年8月「減員計画」提示
「勇退計画（300名）」提示
水俣市による「勇退」問題への仲介作業，チッソ労組が「勇退」を協
約化
新日窒労組自ら配転イニシアティブを取ろうとする
会社「自宅待機」を発令
新日窒労組仮処分申請により「自宅待機」の無効を訴え，チッソには
水俣での雇用創出を要求
仮処分決定により以降自宅待機問題終息へ（～71年3月頃）
水俣の雇用の受け皿子会社への配転交渉
水俣子会社への配転の完了
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野田工場へ70，守山工場へ40，日本ケイ素（水俣）へ20，CEC水俣へ110，
計412名を1969年8月から70年7月の間に移動させるというものであった。
これは後にも先にもチッソ史上最大の人員調整計画であった。
二つの組合はどう対応したか。新日窒労組から振り返ろう。同労組は，会
社が始めていた移動のための面接・アンケート取りを抑えるために団交を重
ね，大要次のような要求を行った。
①配転は本人の同意が必要，②転出する場合は各種の条件を引き上げる，
図表11 水俣工場減員計画（1969年2月）
1969年 70年 71年 72年 73年 合 計
Ａ 年度初人員 2，246 1，975 1，744 1，537 1，366
566
Ｂ 定年退職，自然減 125 113 114 123 91
Ｃ 事業休止による余
剰人員
127
O.A



DOP



	電炉 №5
229
アンモニア



電炉 №3



	〃 №4
219
密閉炉 82



石 灰 31



	モノマ 1ー06
0 0 575
Ｄ 自動化等による余
剰人員
240 94 20 171 160 685
Ｅ 余剰人員合計 367 323 239 171 160 1，260
Ｆ 増設・新規事業に
伴う必要人員
96
（フエロアロイ）
92
フエロアロイ50





	オキシクロ42
32
フエロアロイ
0 0 220
Ｇ 他事業場への配転
人員
146 118 93 48 69 474
Ｈ 年度末人員
（Ａ－Ｂ－Ｇ）
1，975 1，744 1，537 1，366 1，206
配転先別配転人員内訳
五 井
ポリプロ63
99






	オ キ ソ36
化成肥料28
52




ポリプロ22



	そ の 他 2
ポリマー
12






	そ の 他
6（欠員補充） 2（欠員補充） 171
水 島
ポ リ マ ー 9
43






	旭アンモニア34
ポリマー 39
46




ポリプロ

	
7
ポリエチ
ポリエチ
65






	ポリプロ
塩 ビ 8
33




ポリプロ

	
25
ポリエチ
0 187
その他 4 20 16 9 67 116
計 146 118 93 48 69 474
（出所）新日窒労組「さいれん」（1969年2月21日）
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③組合籍を変えない配転も認める，④既定のルールのない労働条件や身分保
障等に関しては組合と協定を結ぶ，⑤CEC水俣と日本ケイ素は別会社では
なく水俣工場内の部署としたうえで配転とする，⑥水俣に新規事業（雇用）
を起す。
これらを求めた団交は順調には進まなかったが，新日窒労組は8月29日に
組合員全員投票によりスト権を確立して立場を明確に示した34）。
他方，チッソ労組の立場ははっきりしない。会社の原案を示された団交で
は反発し，水俣工場に余剰人員があるとは認めがたいと発言している。経営
から配転は避けられないとの意思表示が繰り返されたのちは，水俣を支えて
きたのは自分たちチッソ労組であるから水俣は自分たちが動かすのが当然で
あるとして，県外配転は新日窒労組に応じさせるべきであるとした。8月下
旬に，配転数が新日窒労組だけでは賄いきれないとの経営の申し出があった
後は，水俣で「力を発揮できなかった者」が千葉（五井工場）に行っても力
は発揮できない。それゆえその場合の配転はチッソ労組に回すべきであると
応じている。また，そうは言いつつも，新日窒労組が配転反対と言っている
のに，チッソ労組が配転に行かされるのは理不尽であると率直にすぎる言い
方もみられる35）。
「勇退」をめぐる攻防
1969年9月に入ると，会社は一段と強硬な提案をしてくる。8月8日の配
転案に加えて，300人程度の人員整理が提案された。「勇退」という言葉を用
い，「勇退」の基準として以下を掲げていた。
ⅰ）長期欠勤・休職者，三交代不可能者，能力劣悪者等
ⅱ）コスト外人員
ⅲ）勤務態度不良者
ⅳ）原料転換・設備転換により余剰化する者
ⅴ）満50歳以上の者
ここに至り事態は緊張の度を増した。この提案のさい会社は，人数もはっ
きりさせなかった。チッソ労組には人数も告げず配転だけでは水俣の再建は
不可能だから「勇退」を実行するとだけ伝えてきていたところを，新日窒労
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組が人数を問いただして300名という線が明らかにされたくらいである。こ
の会社提案にはさすがにチッソ労組も強く反発し，新日窒労組と自分たちと
を一括して300名程度の整理だとされるのはこれまでのチッソ労組の貢献を
忘れた会社の所業であるとしたが，ほどなく矛先を新日窒労組に向け，新日
窒労組の非協力がチッソの今日のような事態を招きよせたのだとする立場に
傾斜してゆく。
それに対して，新日窒労組は会社の「勇退」提案は指名解雇に他ならない
として，絶対反対の立場から無期限ストの構えをみせる。それと並行して，
これだけの人員整理がなされれば水俣の雇用や経済は大きく揺さぶられると
市民向けのビラを発行してたびたび訴えている。くわえて，新日窒労組は地
労委へのあっせん申請を試みていたが，これは会社の拒否に遭っていた。
新日窒労組の代議委員会では，9月11日～17日まで4回会議を開催し，運
動方針をあらためて審議した。そこでは激しい議論が交わされ，300人の人
員整理は論外であり配転で押し切られれば人員整理も阻止できなくなる，配
転に応ずれば第二組合（チッソ労組）と同じではないかとする意見と，ここ
までくれば「行けない人」（五井などへの配転に応じられない人）をどう守
るかが問題で，それが守れなければ人員整理につながるとする意見に分かれ
た。執行部は，後者の立場であり長い議論の末，次のような方針を可決し会
社に申し入れることになった（9月16日）。
ⅰ）組合は五井，守山，野田，水島への配転には協力する。配転は希望者
からとする。本人の意向を重視する。それでまとまらなければ組合と協
議する。
ⅱ）子会社日本ケイ素（水俣）への転出は出向とする。条件は組合と協議
する。
ⅲ）CEC水俣への転出は移籍とする。条件は組合と協議する（以下，略）。
水俣市による仲介
新日窒労組が上記の申し入れをしたのと同日，9月16日，水俣市が動き，
「勇退」問題の仲介に水俣市が立つことを申し入れた。会社が仲介を承諾し
たので，市は18日二つの組合にも仲介を申し入れた。チッソ労組は直ちに応
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じ，新日窒労組も議論の末受け入れを決めた。それを受け，市は二つの組合
に同一内容の「あっせん案」を示し，それぞれの組合と会社・市の三者で合
意をみるところまでこぎつけた。合意の主内容は次のとおりで，それぞれに
妥協した部分はあったが核心に踏み込んでおり波乱含みのものでもあった
（9月22～24日）。
ⅰ）組合は配転に協力する。水俣外への配転は本人の事情を考慮する。
ⅱ）会社は新規事業を起し，水俣工場の縮小を防ぐよう配慮する。
ⅲ）会社は余剰人員について人員整理を強行することなく，「能うる限り，
それぞれ実情に応じて適切な処置を図る」36）。
この「あっせん案」をもとに二つの組合は会社との交渉に入ってゆくが，
ここからもう一波乱もふた波乱もある。チッソ労組は，ⅲ）を会社が「勇退」
を撤回したものと理解するとした。会社もそれを了解しているとして，「あっ
せん案」を会社と協約化することになる（9月25日）。そこには，「勇退」は
大部分新日窒労組に課せられるので配転だけを心配していればよいとの楽観
が働いていたように思われる37）。これを境に人員整理問題に関するチッソ労
組の表立った動きは少なくなる。
他方，新日窒労組は，交渉を開始したがⅲ）の解釈でさっそく会社とぶつ
かる。9月24日の団交で，会社は，①配転はこれまでどおり続けるが50歳以
上は配転から外したい，②希望退職を募集する，③余剰人員とは病弱者，能
力劣悪者，三交代不能者，コスト外人員を指し配転にも希望退職にも応じら
れない場合は6か月の自宅待機としたい，と提案した。③が「あっせん案」
のⅲ）の具体化であるとした。それまでは新日窒労組にも楽観がなかったと
は言えないが，これには強く反発した。「あっせん案」の協約化は拒否した
ことは言うまでもない。
10月に入ると，配転は進められていたが，新日窒労組は組合員に会社のア
ンケートによる意向調査には応じないで組合による意向調査に回答するよう
呼びかけ，配転のイニシアティブを握ろうとした。組合はみずから配転先の
五井工場などの労働条件を示しながら「行ける者は行く」ように組合員を説
得したのである38）。この方針は，先にも紹介した“行ける者は行ってもらっ
て，行けない者をどうやって守るかが問題だ”という代議委員会で示された
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方向性を組合が保持していたところに，現に会社が行けない者は自宅待機だ
と示唆してきたわけであるから自然に出てきた方針であった。ともあれ現場
では配転をめぐって労使は激しく綱引きを行っていた。
「自宅待機」，組合イニシアティブによる配転
10月8日，会社はついに希望退職の募集と，その終了後に希望者が少ない
場合は自宅待機（期間6か月，月給の6割を保証）を発令すると通告してき
た。組合は，自宅待機は遠からず首切りにつながるとして認めずとした。た
だしスト権は確立していたものの強力な反対のための動きは出来ず，五井等
への組合自らの配転者の募集を進め自宅待機になる恐れのある者を減らす努
力をつづけた。この過程のなかで組合は，五井等の県外に移る場合は組合籍
を抜いて移ることを認めた39）。
その間，チッソ労組は，ほとんど動きをみせなかった。また，「あっせん
案」を作成した水俣市も動きをみせることはなかった。
11月に至り，会社はそれまでの配転と希望退職では余剰人員の吸収はでき
なかったとして，93名（新日窒労組：74名，チッソ労組：19名）に自宅待機
命令を郵送した（15日）。組合は，待機命令が送付された組合員は命令を拒
否し直ちに組合に届けるよう呼びかけ，会社に撤回を求めた。同17日には24
時間ストを打ち，就労のためのデモや市民参加の集会などを行ったが，会社
の態度を変えることはできなかった。その後は，ストもなく，一時金交渉や
市議選・県議選，市長選の運動になだれ込んだ感があり，力による反対運動
は必ずしも組めなかった40）。結局，自宅待機命令を受けた者のうちの30名が
希望退職した（新日窒労組：20名）。
1970年に入ると2月，前年に自宅待機発令を受けた組合員の命令無効のた
めの仮処分を地裁に申請するところから運動は始まる。
新日窒労組がこの時期に仮処分申請を行ったのは5月に自宅待機が既定の
期間である6か月を迎えるのに合せようとしたからである。法廷では労使が
疎明資料を提出し，自宅待機になった組合員自身も審尋を受けるために出廷
した。4月には，市議会に働きかけ，社会党系議員を中心に自宅待機は水俣
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の雇用悪化につながるとの決議をあげさせ，議会からチッソへの申し入れな
ども行われた。5月に入ると，自宅待機の解除を求めチッソ本社前での座り
込みも行った。
しかし5月に入っても仮処分決定は出されず，5月18日会社は待機者のう
ち24名（うち新日窒労組：18）を職場復帰させ，39名（うち同33）に待機延
長，新たに13名（うち同9）に6か月待機を命じた。それをうけて組合は直
ちに，就労行動・工場正門前座り込み，24時間ストを実施した。
この時期には水俣病問題でも動きがあった。水俣病患者の「一任派」と呼
ばれる人たちがチッソに補償要求を提出していたが，それに応えるべく厚生
省が設置した水俣病補償処理委員会の「あっせん案」が5月25日に出された41）。
これに関して新日窒労組は補償額でもチッソの責任の認定でもきわめて不十
分であるとして8時間の抗議ストを敢行した（5月27日）。これは労働組合
として公害ストを行った初めての事例である。そのストと同日，水俣病患者
の「訴訟派」の人たちが水俣工場の正門前で水俣病死亡者慰霊祭を行った。
慰霊祭には組合員も参加した42）。ここに水俣病患者の運動と組合運動とがク
ロスする局面が生じたことになる。
一方，組合員の自宅待機問題には，その半年を経た1970年11月に新たな動
きがあった。ようやく仮処分決定が出され，地裁は自宅待機を会社の権利濫
用であるとはしなかったものの二つの組合間にあつかいの不均衡があるとし
て経営の不当労働行為を認定し，42名のうち14名について自宅待機命令の解
除を命じた。しかし会社はそれに従わず，待機者42名のうち23名（うち新日
窒労組員16名）にさらに3か月の待機を命じた。その16名のうち8名は仮処
分で待機が解除されるべきとされた者であった。
結局，会社はその3か月後，残った者全員の自宅待機を解除し職場復帰を
認める。ここに自宅待機問題は収束を見た。
そして，チッソの人員整理問題も終局に向けての山場へと移ってゆく。
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水俣合弁会社の設立と配転
1971年に入ると，懸案であった水俣に雇用の受け皿としての新規事業を起
すという命題に関する攻防が始まる。
会社は，同年1月18日の経営協議会でアンモニア系（硫酸，硝酸装置など）
をはじめとするスクラップ計画を提示した。それらによる余剰人員は約250
であり，250を減員したのちの水俣工場の必要人員は941名となるとした。こ
れにより水俣工場の人員はついに1000人を割ることが確実となった。
この計画に関し新日窒労組は団交に応じ次の要求を行った。①新規事業を
起し人員を吸収すること，②その過程で指名解雇はしないこと，③新規事業
ヘの移行者には優遇措置を講ずること，などである。団交は2月中続けられ，
新規事業の具体的内容や吸収人員数が示され，移行条件の交渉が行われた。
この交渉は比較的スムーズであったが，難航する材料はあった。
人員の受け皿会社としてまずは4社（合板製造，カーペット製造，チェー
ン製造，工事会社）の設立稼働が提示された。これらはチッソ資本の入った
合弁会社である。チッソは，これらの会社の育成強化に責任を持つことを約
束し，労働条件の諸項目の交渉も進められた。だが，基本給の交渉では，チッ
ソよりも明らかに低い額が示され交渉は難航した。
それ以上に，ことを紛糾させたのは，会社が持ち出した次のような提案で
あった。すなわち，チッソからの退職手当は優遇する，新会社に採用の後は
その退職金を新会社に貸し付ける，貸し付けた者はチッソに人員不足が生じ
た場合逐次チッソに再採用する，そうしてチッソに再採用された場合退職金
はチッソに返還する，これらは強制ではない，というものである。この少々
考えがたい提案が，結局，修正ののち協約化された。賃金についても，チッ
ソとの格差を埋める仕組みは作れなかった。組合が得たのは，①新会社の配
転者は5年以内にチッソに戻す，②新会社が破綻した場合はチッソに引き取
る，という条項であった。
これらを協約化したのち，新会社への移行希望が募られた。応募した者は
4社計で29名であった。並行して募集された希望退職への応募は52名であっ
た。
これらを受けて3月9日，会社から新会社への指名配転が行われることが
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告げられた。組合は，新会社の労働諸条件の交渉がまとまり，とくに有休日
数での譲歩が得られたので「指名拒否は解除する」43）としてこの指名配転を
認めた。同月12日，会社から4会社ごとの配転者が発表された。4社合計で
233名，うち新日窒労組：125名，チッソ労組：108名であった44）。
3月27日には第二陣として，4社計で31名（うち新日窒労組：30名）に配
転が告げられ45），新会社配転は幕を閉じる。以上の配転者は，双方の組合員
とも組合籍は元のままでチッソ退職・新会社採用のかたちで移動した。
⑸ 小括－内部労働市場型人員調整の兆し
以上見てきた水俣の新規合弁会社への配転により安賃争議終結時から果て
しなく続いてきたチッソの合理化も一段落をむかえた。なかでも1969年から
71年の約2年間の減員は，約2230から約1300名へと激烈なものであった。こ
の2年間の大合理化期の人員調整の特徴を整理してこの単元を締めくくろう。
ⅰ 図表12は，1969年10月時点の水俣工場の各職場の新日窒労組組合員が
1970年8月までに何人が，どのような形態で，どの職場に移動したかを示し
ている。この図表がカヴァーしているのは問題の2年間の半分であるがおお
よその傾向はつかめる。同図表により，新日窒労組組合員が多く配転された
職場をみると，工事，工作，水俣研究所・塩ビ（研究部門），燐硝酸，醋綿，
可塑剤（DOP），アセチレンなどである。
これらの職場は，とくに新日窒労組の組合員が多く集められていた職場で
あったのであろうか。図表13は，1969年4月の職場ごとの新日窒労組とチッ
ソ労組の組合員数を示している。図表13が示しているのは図表12の半年前の
状況であり，またこの間に職場編成も変更されているので両図表を直接対照
するのはむずかしいが，配転の多かった上記職場のうちでは，醋綿が含まれ
る製造4課にはたしかに新日窒労組の組合員が多く集められていた。それ以
外の上記職場ははっきりしない。さらに図表13をみて，新日窒労組員が多く
集められていた職場をあげると，製造2課（カーバイド）とソルビン酸くら
いである。カーバイド職場は，71年には水俣合弁新会社への配転により大き
く減員されるが，ソルビン酸はスクラップされる職場ではない。それゆえカー
バイド，可塑剤（DOP）職場をのぞけば特定の職場に新日窒労組員が集め
佐賀大学経済論集 第50巻第1号
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られ減員されたとはいえない。どちらかといえば，大きな偏りなくたくさん
の職場から減員され，かつまた新日窒労組員に減員が大きく偏っていたとい
うことも言えない。
ⅱ 次に，図表12により，1969年10月～70年8月に新日窒労組の組合員の
遭遇した雇用調整の形態をみると，多いほうから，工場内移動，社内他所配
転，希望退職，定年退職の順となる。工場内配転が約160名で最多であり，
その半数はスクラップ職場（図表12の注を参照）への配転である。図表12は，
その工場内配転された者がさらにどのような調整をされたかを追っているが，
70年8月までしかフォローできないので，希望退職，企業内他所配転ともそ
れぞれ10名程度にとどまる。ただし工場内配転された者がカーバイド，醋綿，
アセチレンに多く集められていたことがわかる。そして1971年の水俣の合弁
新会社への配転では，それらの職場から多くが移動したのである。この二次
的移動も配転と呼ぶならば，68年からの2年間の雇用調整の類型としては，
図表13 チッソ水俣工場における部署別二つの組合の組合員数の対照
部署 新日窒労組 組合員数 チッソ労組 組合員数
企業推進
経理課
病院
総務課
勤労課
訓練課
業務課
製造2課
工作部
製造1課
製造3課
製造4課
研究所
技術課
動力課
ソルビン酸係
1
3
10
10
24
1
23
292
68
192
109
124
93
37
18
40
7
32
40
43
25
3
72
70
99
208
104
78
100
29
54
13
注）1．チッソ水俣勤労課作成資料と新日窒労組部署別組合員数とを照合し，チッソ労組員数を
推定し作成。
2．二つの組合員数の照合が難しい部署については，記載していない。
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配転（社内他所配転と子会社配転）が最多となる。
このような子会社・合弁会社・他所工場などからなるチッソ企業圏での人
材流動による人員調整の手法については，チッソ経営は，1963年の安賃争議
終了期の合理化の時期にはメインとは考えていなかったと思われる。という
のも，当時建設が始まっていた千葉・五井の新鋭工場の人員調達のさいは，
水俣で人員調整が日程に上るのははっきりしていたにもかかわらず，地元千
葉の人材を充てていたのである46）。そのような人員調達の方式は，1967年の
「再建5か年計画」を境に，チッソ企業圏での人材調整（水俣の新日窒労組
員でも千葉に配転する）の方式へと転換した，と観ることができる。
ⅲ 水俣工場の合理化も1971年3月末の水俣合弁会社への配転をもって一
応の区切りを迎えた。
その間，いくつかの節目があり，安賃争議終結後の再就労と三次に及ぶ希
望退職の時期，それに続く南九配転の時期，新たな質の合理化問題をはらん
だCEC配転の時期，さらにそれに接するように生起した石油化学への体質
改善を目的とする大合理化の時期，と推移してきた。始点（63年3月末）と
終点（71年3月末）との間で水俣工場の従業員数は，約3500名から約1300名
へと減少した。その後まもなく1000名を割ることになる（図表14）。
そして，二つの労働組合の組合員数もほほ同期間に，新日窒労組は，約1680
名から約600名へ，チッソ労組は，約1540名から450名へ減少した（図表15）。
そのうち水俣工場内の組合員にかぎれば，それぞれ同順で約1440名から300
図表14 チッソ水俣工場従業員数推移
注）チッソ（2011）より作成。各年3月末の数字である。
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名へ，約1520名から約450名へと減少した。第一組合である新日窒労組は水
俣工場内では五分の一以下に減少したのである。チッソの企業別組合といっ
ても半数は企業外の子会社・関連会社を組織する組合に変わったのである。
その過程において，二つの組合，経営ともに大きなダメージと消耗を経験
したわけだが，会社はいわゆる企業圏でもって人材の流動と調整を図る方式
を模索しつつあった。新日窒労組は，当初は人員調整の一切は認めがたいと
いう方針で臨んでいたが，企業圏内配転は法的には反対しづらいという現実
を前にして，対処の方向を転換し，配転もやむを得ずとして次善の策を目指
すかたちに切りかえ人員調整のダメージをやわらげる方向へと進んだのであ
る。これらの意味では，会社も新日窒労組も1970年代中盤から後半以降にか
けて明瞭な形で労使関係一般に現れてくるいわゆる内部労働市場型調整メカ
ニズムを早めに受容しつつあったのがこの時代であったと言えよう。ただし，
1969年末の自宅待機はその主スジからははずれたいわば下策であり，なにも
図表15 新日窒労組・チッソ労組の組合員数の推移
注）1．新日窒労組作成資料およびチッソ労組「しんろう」より作成。
2．この図表の組合員数は，二つの組合の水俣工場の組合員数ではなく，二つの組合がチッソ
水俣工場以外に組織した水俣のチッソの合弁会社の組合員も含んだ数である。
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のをも生み出さなかった。
他方，チッソ労組は特段の方向性を有さず，会社と極めて近い距離をたもっ
て活動したが，これほどの大規模な合理化のなかにおいてはひとり特段の場
所を占めるわけにはゆかず，人員調整から受けるダメージはライバルの新日
窒労組のそれと大きくは変わらず，いわば協調の代償を払わされたと言わざ
るを得ない。
（注記）
※下記注記中の労働組合関係資料はすべて熊本学園大学水俣学現地研究センター所蔵のも
のである。
25）チッソ（2011）226‐228頁，236‐238頁。
26）以下はチッソ（2011）302‐322頁による。
27）この物資の製造工程で利用されたのが水銀触媒である。この水銀が有機水銀に変化し，
水俣湾・不知火海・八代海へ放出され水俣病の原因物質となった。
28）これ以前にチッソ経営と水俣病問題がクロスした主な事象としては，水俣病の公式確
認から3年後の1959年11月，不知火海沿岸の漁民がチッソ水俣工場の操業停止を求めて
工場に乱入し，漁民が刑事告訴される事態を招いた時くらいである。この出来事が一つ
のきっかけとなり，チッソは工場廃液の排水溝の場所を変更し，水俣病患者互助会と契
約を結び見舞金を支払うなどを行った。しかしその後は，水俣病問題は10年近くの空白・
沈黙期に入る。
29）以上は，新日窒労組「さいれん」1967年8月22日－9月28日による。
30）橋本彦七。橋本は第二代水俣市長（在職1950－58年，1962－70年）。橋本はチッソ水
俣工場長を務めた人物で，チッソ在籍中は技術者として指導的な位置にあり，1930年代
の水俣工場のアセトアルデヒド製造工程の構想・設計・設備製作・稼働において中心的
役割を果たした（飯島（1996）188‐189頁）。政治的立場は市長当選当初は社会党系であっ
たが，その後は保守に転じた。
31）以上は，新日窒労組「さいれん」1967年10月5日－12月21日。
32）この声明を一種のショック療法と観る理由は，声明は組合の年次大会特別決議として
読み上げられ採択されたものだが，通常年次大会の議題等が前もってかけられる組合常
設の議決機関である代議員会では取り上げもせず，予告もされないまま，執行委員会判
断で，年次大会において読み上げられ決議されたという経緯による。また，当時若手の
組合員に「恥宣言」がどう受け止められたかの一例としてＹ氏の証言（2014年：福原宏
幸による聞取り記録。熊本学園大学水俣学研究センター所蔵）がある。Ｙ氏は，当時こ
の宣言には「違和感」を感じたと述べている。
33）チッソ（2011）316‐317頁。
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ちなみに当時の水俣工場の技術分析を行った星野芳郎は，水俣工場でのオキシクロリ
ネーション法による塩ビ製造は，塩ビの主原料である塩化水素が，同工場の今一つの主
力製品の化成肥料の主原料でもあるという原料の有効利用ができる構造となっており，
これは一見するとコスト削減の妙策に見えるが，実はそのような原料の抱き合わせ生産
は二つの主力製品の需要がつねに同じ方向に動くのであれば効果をあげるが，そうでな
ければ需要変動への柔軟性の欠如につながる恐れがある。それゆえ，チッソの打ち出し
た戦略は採算面で赤信号がともると予想した（星野芳郎（1971））。またこのチッソの技
術戦略は，30年後の評価になるが，チッソの社史も，オキシクロリネーション法による
塩ビ製造は，「水俣工場の存続，従業員の雇用確保を大前提として下された」判断によ
るとしている（チッソ（2011）316頁）。
34）新日窒労組「さいれん」1969年8月8日－8月30日。
35）チッソ労組「しんろう」1969年8月8日－8月29日。
36）以上は，新日窒労組「さいれん」1969年9月10日－9月20日，新日窒労組「代議委員
会記録」1969年9月11日－9月22日，チッソ労組「しんろう」1969年9月10日－9月25
日。
37）チッソ労組「しんろう」1969年10月2日，同11月6日を参照。
38）組合による組合員に対する配転のための説得については，新日窒労組「配転に対する
意向調査」（1969年10月1日），同「配転希望調査表」（69年10月8日）を参照。これら
の資料からは，本人の意向，転出するならどの事業所か，家族の状態，家計・不動産の
状況などを細かく聞き取っている様子がわかる。
39）むろん所属もチッソ本体から子会社所属に変更される。以上の経過については，新日
窒労組「代議委員会記録」1969年11月6日，新日窒労組「さいれん」1969年10月9日－
10月30日による。ちなみに会社は，五井工場などの新たな子会社における人事管理につ
いては，それまで水俣でなされたのとは質の異なる近代的な管理を模索すべきである旨
の報告書を作成しており，たいへん興味深い（チッソ（1963）1‐9頁，14‐15頁）。
40）新日窒労組「さいれん」1969年11月17日－1970年2月6日による。
41）この当時の水俣病をめぐる補償については，患者側が分裂し，裁判に訴える「訴訟派」
と行政に任せるとする「一任派」に分かれていた。先に述べたように裁判は審議の過程
にあったが，ここで言う水俣病補償処理委員会とは一任派に対応するために厚生省によ
り設けられた委員会である。一任派は，この5月30日のあっせん案を受諾した（岡本（2015
年）339‐347頁）。
42）新日窒労組「さいれん」1970年5月29日。
43）同上，1971年3月10日。組合が指名配転を認めた理由については，「さいれん」にも
本文で記した以外に説明は見あたらない。代議委員会でも話題に上っていない（新日窒
労組「代議委員会記録」1971年3月23日－3月13日）。
44）新日窒労組「さいれん」1971年1月18日－3月16日。
45）同上，1971年3月28日。
46）チッソ（2011）291頁のチッソの各工場の人員数の推移による。それを見ると，1973
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年から五井工場は人員を採用・増員しているが，この1960年代前半は水俣では五井への
まとまった配転は話題に上っていない。60年代前半の水俣では，剰員は，本稿で触れた
ように企業グループ内配転といっても，南九配転によって調整されたのである。参考ま
でに，同じ1960年代前半において東洋高圧では，関東の石油化学の新工場を北海道・九
州の企業内人材の配転により編成したことが実証されている（小林（1966）119‐122頁）。
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